
《参考１》

大規模新規プロジェクト評価の説明資料

１．プロジェクトの概要
（ア）名称（課題名、制度名、担当課室名）

準天頂衛星システム 総務省 宇宙通信政策課
の研究開発 文部科学省 宇宙開発利用課

経済産業省 宇宙産業室

国土交通省 技術調査課
技術安全課

（イ）期間
平成１５年度～平成２０年度

（ウ）予算
平成１５年度概算要求額 総務省 ２６．５億円

文部科学省 ５５．０億円
経済産業省 １９．０億円

国土交通省 ２２．２億円

官民の役割分担として、国による技術開発を推進することとし、平成２０年頃打

上・軌道上実証を行うため、衛星１機約五百数十億円、地上実験施設等約百数十
億円の研究開発費を想定している。
なお、民間では、準天頂衛星システムの構築に必要となる衛星の開発・製造・打

上を、約１，１００億円と試算している。

（エ）目的
平成１４年６月１９日、総合科学技術会議で了承された「今後の宇宙開発利用に

関する取組みの基本について」の中で 「質の高い移動体通信と測位情報の提供、
が可能となる準天頂衛星システムの開発・整備を、官民の連携の下に推進する」
という方針が示されており、また、平成１４年６月２６日、宇宙開発委員会にて

宇宙３機関統合後の事業の重点化を図るに資する検討結果を取りまとめた「我が
国の宇宙開発利用の目標と方向性」の中で 「新軌道である準天頂軌道による移、

動体通信・測位システムの開発とその運用性を実証する」という方針が示されて
いる。
本プロジェクトは、このような国の方針を踏まえた新たなビジネス機会の創出に



よる経済の活性化と、日本近傍のどこでも天頂付近からの高仰角移動体通信・高

精度測位サービスの提供を可能とする準天頂衛星システムの実現を目指して、国
による技術開発・軌道上実証、民間による事業化を行うものである。

（オ）目標
平成２０年頃に実証衛星を打ち上げ、国による軌道上実証を行う。具体的な目

標は以下の通り。
○簡易な小型アンテナで移動中の車両等から容易に高速通信が可能な衛星通信シ
ステムや高精度な地域衛星測位システムの構築に必要な基盤技術の確立。

○移動体に対するセンチメートル級の高精度測位技術の開発
○高精度な測位を構築するために必要な疑似時計の開発及び産業競争力強化にも

直結する衛星の軽量化・長寿命化等、準天頂衛星の開発に必要な基盤技術の開
発を行う。

（カ）内容
民間が取りまとめを行う準天頂衛星システムに国の研究開発部分において参加
し、民間の調達する衛星の搭載機会を用いて国の開発する技術の軌道上実証等を

行う。具体的なプログラムの調整は、関係省庁、研究開発機関、民間からなる、
準天頂衛星システム開発・利用推進協議会において行う。なお、各省の計画につ

いて、文部科学省（宇宙開発事業団）においては、高精度軌道決定技術や衛星の
測位信号生成・送受信部の開発、地上システムの実験用受信端末の開発、高精度
測位実験設計検証システムの開発、実験システムのとりまとめ等を行う。

総務省（通信総合研究所）においては、高仰角移動衛星通信技術（高鏡面精度大
型展開アンテナ 高機能ビーム形成 超小型地球局等 高精度衛星測位技術 衛、 、 ）、 （
星搭載原子時計、高精度時刻管理部門等）の研究開発を行う。

経済産業省においては、測位精度の高度化技術の獲得（疑似時計の開発等 、衛）
星バスの軽量化、長寿命化、高信頼度化に係る技術（大推力イオンエンジンの開

発、衛星構体内部の熱制御技術等）の研究開発を行う。
国土交通省においては、移動体に対するセンチメートル級の高精度測位の実現と
利用、新サービスの創出を実現するため以下に示す研究開発を行う。

１．高精度測位補正に関する技術開発
２．移動体への高精度測位適用化技術の開発
３．高精度測位補正データのインテグリティ監視等に関する技術開発

４．交通分野における利用に関する技術開発

（キ）実施体制（実施機関、組織、推進委員会等）
関係省庁（内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省 、研究開発）
機関、民間からなる準天頂衛星システム開発・利用推進協議会を組織し、官民役

割分担等を検討している。
文部科学省においては、宇宙開発事業団において研究開発を実施予定。



総務省においては、独立行政法人通信総合研究所において研究開発を実施予定。

経済産業省においては、新エネルギー・産業技術総合開発機構において研究開発
を実施予定。

国土交通省においては、国土地理院、国土技術政策総合研究所 （独）電子航法、
研究所及び（独）交通安全環境研究所がそれぞれ担当。

準天頂衛星システム開発・利用推進協議会の構成員
（関係省庁）
石 原 秀 昭 総務省大臣官房技術総括審議官

白 井 哲 久 文部科学省研究開発局長
今 井 康 夫 経済産業省製造産業局長

川 島 毅 国土交通省大臣官房技術総括審議官
◇オブザーバー
上 原 哲 内閣府官房審議官

（通信総合研究所）
飯 田 尚 志 理事長

（宇宙開発事業団）

古 濱 洋 治 理事
（産業界）

永 松 恵 一 社団法人 日本経済団体連合会
常務理事

（ク）研究者（プロジェクトリーダーと主要研究者、その略歴）
【文部科学省】

プロジェクトリーダー：片木継彦

衛星総合システム本部副本部長
主な研究者：河野功

昭和６１年４月に宇宙開発事業団に入社。昭和６３年５月より、誘導制御
開発室にて、ＧＰＳ航法の研究、ランデブ・ドッキング実験システムの開
発取りまとめ。平成１０年７月からは平成１１年１２月にかけて搭載実験

を指揮し、世界初のＧＰＳ相対航法による自動ランデブ・ドッキング等に
成功。平成１１年計測自動制御学会技術賞・友田賞等を受賞。平成１２年
１月より技術研究本部システム誘導グループにて、ランデブ・ドッキング

、 、 。技術の研究 軌道上サービス技術の研究 衛星測位システムの研究に従事

【総務省】
プロジェクトリーダー：鈴木良昭 独立行政法人通信総合研究所無線通信部門長
昭和５１年に旧郵政省電波研究所（現通信総合研究所）に入所以来、現在

に至るまで宇宙通信システムに関する研究に従事。
主な研究者：森川容雄 独立行政法人通信総合研究所電磁波計測部門研究主幹



昭和４７年に旧郵政省電波研究所（現通信総合研究所）入所以来、現在に

至るまで原子時計開発、標準時供給等の業務に従事。

【経済産業省】
新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）による公募により選定

【国土交通省】
プロジェクトリーダー：惟村 和宣
（独）電子航法研究所 衛星技術部長

昭和４６年運輸省・電子航法研究所入所、電子航法開発部研究員としてエ
リア・ナビゲーション方式に関する研究、昭和５４年主任研究官となり総

合航法に関する研究に従事。昭和５７年着陸施設研究室長としてマイクロ
波着陸システムに関する研究、ＧＰＳの航空利用に関する研究を行う。平
成９年衛星航法部長、平成14年組織改正により衛星技術部長となり、現在

に至る。

主な研究者：松坂 茂

国土地理院地理地殻活動研究センター宇宙測地研究室長
昭和５７年に建設省国土地理院入省、平成２年米国測地測量局（科学技術

庁長期在外研究員 、平成７年建設省国土地理院地殻調査部研究官、平成）
８年同測地部研究官などを経て平成１０年より現職、現在に至る。

主な研究者：江州 秀人
国土技術政策総合研究所高度情報化研究センター情報研究官
昭和５４年に建設省入省、昭和６０年同土木研究所建設専門官、平成６年

同東北地方整備局河川部電気通信調整官、平成１２年（財）河川情報セン
ター情報技術システム部長などを経て平成１４年より現職、現在に至る。

主な研究者：水間 毅
（独）交通安全環境研究所 交通システム部 鉄道技術研究室長

昭和５９年運輸省入省（研究官 、新しい交通システムの実用化評価に従）
事する。平成７年東京大学客員助教授となり交通システムの定量的評価、
平成１３年独立行政法人交通安全環境研究所交通システム部主任研究官と

なり、無線を利用した新しい交通システムの開発、評価やＩＭＴＳ，ＬＲ
Ｔに関する研究に従事。平成１４年交通システム部鉄道技術研究室長とな

り国際標準化関係、鉄道からの磁界に関する研究、新しい交通システムの
開発、評価（ＩＭＴＳ，ＬＲＴ）を行い、現在に至る。



（ケ）評価体制（委員会名簿、予定評価時期等）

【文部科学省】
行政評価法に基づく文部科学省内部の事業実施部局等による事前評価作業を実施

し公表。
また、宇宙開発委員会及び同委員会計画・評価部会において現在評価中。

○宇宙開発委員会

（委員長） 井口 雅一
（委員長代理） 川崎 雅弘

栗木 恭一

五代 富文
立川 敬二

○計画・評価部会
(部会長) 川崎 雅弘 宇宙開発委員

(部会長代理) 栗木 恭一 宇宙開発委員
五代 富文 宇宙開発委員（非常勤）

（特別委員）

池上 徹彦 会津大学学長
上杉 邦憲 文部科学省宇宙科学研究所教授

大島 まり 東京大学生産技術研究所助教授
黒川 清 東海大学医学部長
佐藤 勝彦 東京大学大学院理学系研究科長

澤岡 昭 大同工業大学学長
鈴木 敏夫 経団連宇宙開発利用推進会議企画部会長
高柳 雄一 高エネルギー加速器研究機構教授

冨田 信之 武蔵工業大学工学部教授
中西 友子 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

松野 太郎 地球フロンティア研究システムシステム長
宮崎久美子 東京工業大学大学院理工学研究科教授
森谷 正規 放送大学教授

薬師寺泰蔵 慶應義塾大学法学部教授
八坂 哲雄 九州大学大学院工学研究院教授
山根 一眞 ノンフィクション作家

【総務省】

行政評価法に基づく総務省内部の事業実施部局等による事前評価作業を実
施し公表に向けて作業中。
なお、総務省情報通信政策局では、民間通信事業者、学識経験者等からな

る「高度情報通信ネットワーク社会の形成に向けた宇宙通信の在り方に関す
る研究会 （座長：藤田 史郎 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 相談」



役 構成員：学識経験者、通信事業者等２５名）を開催し 「準天頂衛星シ、

ステムの研究開発の推進」が必要である等の指摘を受けており、当該指摘を
前述の事前評価に反映している。

【経済産業省】
行政評価法に基づく経済産業省内部の事業実施部局等による事前評価作業

を実施し、公表に向けて作業中。なお、経済産業省においては、産業構造審
議会産業技術分科会研究開発小委員会において、外部有識者の意見を受け、
前述の評価に反映している。

（参考 「産業構造審議会産業技術分科会研究開発小委員会」構成員）
＜座長＞小宮山宏 東京大学大学院工学系研究科教授 （ほか２６名）

【国土交通省】
１）平成１４年８月８日に「平成１４年度技術研究開発評価委員会（第１回 」）

を開催し外部評価を実施。

委員会名簿

委員長 月尾 嘉男（東京大学新領域創成科学研究科教授）
委 員 大林 成行（㈱国土情報技術研究所代表取締役社長）

〃 表 佑太郎（ 社）建築業協会技術研究部会部会長（㈱大林組取締役（
技術研究所長 ））

〃 嘉門 雅史（京都大学大学院地球環境学堂教授）

〃 桑原 章次 社 日本土木工業協会土木工事技術委員会副委員長 ㈱（（ ） （
大林組専務取締役 ））

〃 見城美枝子（青森大学社会学部教授）

〃 菅原 進一（東京大学工学部建築学科教授）
〃 濱田 政則（建設技術研究開発助成制度評価委員会委員長（早稲田大

学理工学部土木工学科教授 ））
〃 三井所清典（芝浦工業大学建築学科教授）
〃 村上 周三（建設技術研究開発助成制度評価委員会副委員長（慶應義

塾大学理工学部システムデザイン工学科客員教授 ））

） 「 」 、２ 平成１４年８月１４日に 運輸技術研究開発課題事前評価委員会 を開催し

外部評価を実施。

委員会名簿
委員長 水町 守志（芝浦工業大学教授）
委 員 小田原 修（東京工業大学大学院教授）

〃 北村 信彦（公認会計士）
〃 合田 良實（横浜国立大学名誉教授）



〃 田村 喜子（作家）

〃 中村 勝英（水洋会 事務局長）
〃 中村 英夫（日本大学教授）

〃 藤岡 健彦（東京大学助教授）
以上、敬称略

（コ）その他（既存プロジェクトとの関係、府省連携、産学連携等）
平成１４年５月３０日に関係省庁（内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、
国土交通省 、研究開発機関、民間からなる協議会を設置し、官民の役割分担等）

について検討しており、府省連携、産業連携を適切に図ることとしている。

２．府省における考え方
【総務省・文部科学省・経済産業省】
（ア）科学技術上の意義（科学技術上の目的・意義・効果）

これまでの宇宙開発で培われた技術を活用し、日本のような中緯度地域に適した
準天頂軌道衛星の開発に必要な基盤技術を開発する。測位については、ＧＰＳ補
完・補強及びインテグリティに必要な技術開発（高精度軌道決定技術、高精度時

、 、 ） 、刻管理技術 搭載機器技術の開発 高精度測位実験設計検証システムの開発 し
軌道上実証によりＧＰＳと準天頂衛星を利用する高精度測位（ＲＴＫ等）の技術

開発に必要となる開発環境を構築する。
移動体通信については、地上系や静止衛星では不可能な面積カバレッジ１００％
の高仰角の高速移動体通信を可能とする、準天頂軌道上における高性能ビーム形

成技術、高鏡面精度大型展開アンテナ技術、通信制御技術、地球局技術を開発す
る。
また、準天頂衛星システムの構築に必要不可欠であるだけでなく、産業競争力の

強化にも繋がる衛星バスの軽量化・長寿命化・高信頼度化に係る基盤技術を開発
する。

（イ）社会・経済上の意義（社会・経済上の目的・意義・効果）
日本近傍のどこでも天頂付近からの高仰角通信・放送・測位が可能となることか

ら、国民生活の質の向上を目指すものと位置付けられる。また、準天頂衛星を使
って行う測位の技術開発により、我が国の測位における技術的ポテンシャルを高
めることを目指す。さらに 「高度情報通信ネットワーク社会の形成に向けた宇、

平成１４年２月 高度情報通信ネ宙通信の在り方に関する研究会報告書（総務省
」において、自動ットワーク社会の形成に向けた宇宙通信の在り方に関する研究会）

車向けサービスの提供のみで通信サービスによる年約１０００億円の市場規模が
見込まれると試算されており、経済効果も大きいと言える。

（ウ）国際関係上の意義（国際社会における貢献・役割分担、外交政策との整合性、
国益上の意義・効果）



準天頂衛星カバーエリアとなる韓国、中国（沿岸部一部 、豪州、ニュージーラ）

ンドでサービスをおこなうことにより、海外事業開始５年間で、約１兆円の市場
創出と約１４万人の雇用創出が見込まれると試算されている。

（エ）計画の妥当性（目標、期間、予算、体制、人材や安全・環境・文化・論理面等か
らの妥当性）

民間の準天頂衛星の構想に国が研究開発部分において参加し、具体的な調整は、
平成１４年５月３０日に設置された、関係省庁、通信総合研究所、宇宙開発事業
団等の研究機関、産業界等からなる準天頂衛星システム開発・利用推進協議会に

。 、 、おいて行うこととしている なお 民間は日本経団連が取りまとめを行っており
国の技術開発成果が円滑に、民間を主体とする実用サービスへつながることが期

待される。

【国土交通省】

（ア）科学技術上の意義：科学技術上の目的・意義・効果
現状GPSの技術的課題の一つに測位精度がある。GPS単独測位では、精度は１０ｍ
程度、ﾃﾞｨﾌｧﾚﾝｼｬﾙ補正測位で数ｍ程度である。

本技術開発により、現状GPSが抱える測位精度上の技術的課題を克服し、センチ
メートル級の高精度測位が移動体に適用可能となる。

また、電子基準点網などを活用した地上系と高仰角からユーザへ高精度測位補正
情報を直接配信できる準天頂衛星を活用した衛星系との有機的連携によるシステ
ム技術は我が国独自の技術として世界最先端の衛星測位技術を獲得することとな

り、大変意義深い。
さらに、高精度測位補正技術の実現により、交通、防災、国土管理やﾊﾟｰｿﾅﾙﾅﾋﾞ
分野等において測位利用事業分野の更なる拡大が期待される。

（イ）社会・経済上の意義：社会・経済上の目的・意義・効果

衛星測位・通信は、広域性や耐災性を有していることから、交通、防災、測量、
国土管理等の分野への利用が期待されており、準天頂衛星システムによる高精度

、 、測位サービスの実現により 国民生活の安全性・利便性の向上に資するとともに

民間活力の活用による新産業創出等の経済活性化が期待される。
準天頂衛星システムの導入の効果として、図１に示すとおり、東京都千代田区に
おいてＧＰＳの捕捉数が３機（２次元の測位が可能）で測位が利用可能な道路面

積は現状５９％であるが、準天頂衛星が追加されることにより８２％（２３％拡
大 となり 捕捉数が４機 D-GPS方式が利用可能 では現状３３％が６７％ ３） 、 （ ） （

４％拡大 、捕捉数が５機（RTK-GPS方式が利用可能）では現状７％が４６％（３）
※９％拡大）となると見込まれる

※図１は２００２年８月１日０：００時点でのシミュレーション結果であり、時
間帯及び日付により結果は異なる。



図１ 東京都千代田区における衛星補足数シミュレーション結果

（ウ）国際関係上の意義（国際社会における貢献・役割分担、外交政策との整合性、国

益上の意義・効果）
高精度測位補正技術は、GPSを前提にした技術であり、日米GPS共同声明(1998)
の精神に沿ったものである。また、高精度測位補正技術開発は、米国等各国におい

ても行われており、本技術開発にあたっても米国をはじめ国際的な連携が効果的で
ある。

（エ）計画の妥当性（目標・期間・予算・体制・人材や安全・環境・文化・倫理面等か

らの妥当性）
民間の準天頂衛星の構想に国が研究開発部分において参加し、具体的な調整は、平

成１４年５月３０日に設置された、関係省庁、通信総合研究所、宇宙開発事業団等
の研究機関、産業界等からなる準天頂衛星システム開発・利用推進協議会において
行い、技術的な内容は技術ＷＧで調整するとともに、今後の利用分野の検討・調整

のために利用ＷＧを設置することとしている。また、国土技術政策総合研究所、国
土地理院 （独）電子航法研究所及び（独）交通環境安全研究所は、衛星を活用し、
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た国土管理技術の研究開発、ＩＴＳの研究及び電子基準点によるRTK-GPSの測量分

野への応用、GPSを用いた航法技術開発、GPSの利用技術などを推進しており、研究
開発体制は妥当である。

なお、民間は日本経団連が取りまとめを行っており、国の技術開発成果が円滑
に、民間を主体とする実用サービスへつながることが期待される。



準天頂衛星システムとは？

• 複数衛星複数衛星複数衛星複数衛星を適切に配置することで、常時、高仰角高仰角高仰角高仰角に衛星が

見えるようなシステム　(目標最低仰角70度以上）

３～４軌道面に衛星を配置３～４軌道面に衛星を配置３～４軌道面に衛星を配置３～４軌道面に衛星を配置

⇒３～４機の衛星が順次、日本上空を通過、⇒３～４機の衛星が順次、日本上空を通過、⇒３～４機の衛星が順次、日本上空を通過、⇒３～４機の衛星が順次、日本上空を通過、
常時日本上空の天頂付近に１機の衛星常時日本上空の天頂付近に１機の衛星常時日本上空の天頂付近に１機の衛星常時日本上空の天頂付近に１機の衛星
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①静止軌道：

周期２４時間、赤道上空36000km
地上からは１点に衛星が静止して見える

②静止軌道を４５度赤道面から傾けると

→地上軌跡が、赤道をはさんで８の字を
　描く軌道となる

４５度

③この軌道が赤道と交わる点を１２０度づつ離して配置すると

→８時間ごとに次々と衛星が８の字型の地上軌跡上を移動するような衛星システムができる

赤道

１２０度

補足：軌道の説明
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真上から地球を見た図
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静止衛星の仰角　

準天頂衛星の仰角　

70度以上

東京で約４８度

（東経130度静止衛星）

◆準天頂衛星システムの移動体通信利用のメリット◆準天頂衛星システムの移動体通信利用のメリット◆準天頂衛星システムの移動体通信利用のメリット◆準天頂衛星システムの移動体通信利用のメリット

高仰角のメリット

移動体通信の高速ブロードバンド化が容易

追尾範囲が限られる（衛星は常時天頂付近にある）こと　
　による追尾機構の簡素化が容易

天頂方向に指向性もつ無追尾アンテナの利用　

ビルや山影の影響を受けない

降雨による電波の減衰が少ない

マルチパス（多重反射）による干渉の影響が少ない

◆準天頂衛星システムを利用した測位システムのメリット◆準天頂衛星システムを利用した測位システムのメリット◆準天頂衛星システムを利用した測位システムのメリット◆準天頂衛星システムを利用した測位システムのメリット

　ＧＰＳの補完・補強

　　ビル陰や山陰のある天空が開けていない場所等でも、良い測位精度を保つことが可能

　　　

準天頂衛星システムについて



２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日２００２年９月１９日

((((((((社社社社社社社社))))))))日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会日本経済団体連合会



従来の静止衛星

準天頂衛星

準天頂衛星システムとは準天頂衛星システムとは

サービスエリアの天頂付近に、常に少なくとも１機の衛星が存在することにより、建物等による
電波の遮蔽が少なく、100％に近い割合でサービスエリアをカバーすることができることから、高
品質な移動体データ通信や放送、測位などが可能となるシステム

建物に電波が遮断されることなく、衛星からの直接受信が可能建物に電波が遮断されることなく、衛星からの直接受信が可能建物に電波が遮断されることなく、衛星からの直接受信が可能建物に電波が遮断されることなく、衛星からの直接受信が可能

××××

建物等により衛星か建物等により衛星か建物等により衛星か建物等により衛星か
らの電波が遮断らの電波が遮断らの電波が遮断らの電波が遮断

××××
通　信通　信通　信通　信 放　送放　送放　送放　送

営業サポート

防　犯

遠隔医療

遠隔地との会議

測　位測　位測　位測　位

消　防

宅配便

ＩＴＳ

高速移動中

警　察

期待される利用イメージ例

災害対策

約6.1兆円の市場創出
約1.7万人の雇用創出
(サービス開始後12年間)



期待される市場規模

○準天頂衛星システムの構築により、宇宙関連産業(宇宙通信機器、通信、放送、自動車
など)の競争力向上が見込まれる。

サービス開始後 ： ５年間で約1．7兆円の市場創出、５年目で約1．1万人の雇用創出
　　　　　　　　　 ：12年間で約6．1兆円の市場創出、12年目で約1．7万人の雇用創出
　　　　　　　　　　が見込まれる　　　(新衛星ビジネス研究会試算)

従業員1人あたり売上高　（百万円/1999年）

民生用電気機器：76.8、電子機器部品：59.0

情報サービス：38.1、通信：24.2

準天頂衛星による雇用創出効果　準天頂衛星による雇用創出効果　準天頂衛星による雇用創出効果　準天頂衛星による雇用創出効果　((((人）人）人）人）準天頂衛星の市場創出効果　準天頂衛星の市場創出効果　準天頂衛星の市場創出効果　準天頂衛星の市場創出効果　((((億円億円億円億円////年）年）年）年）

情報サービス：準天頂衛星事業者が提供する通信サービスを利用して
コンシューマ向けに情報を提供する事業者

GIS（地理情報システム）：企業・政府にGIS関連システムを提供する事
業者、GISでは準天頂衛星の通信機能と測位機能を複合的に利用する
ため、準天頂衛星の実現により創出される市場とみなした
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①テレマテックス

自動車向け情報提供、地図配信、緊急時通報、リモート診断、盗難防止

②リアシートアプリケーション

楽曲配信、オリジナル放送、地上放送再送信

③ＰＤＡ向けアプリケーション

ＰＤＡ地図提供、地図配信、現在位置通知、緊急時通報、楽曲配信、地上放送再送信

④航空機・船舶向けアプリケーション

小型船舶向け情報提供、緊急通報インフラ、定置網センサ、救命ボート用通信機

⑤業務用アプリケーション

配送指示、緊急通報、運行管理、コンテナ管理、リモートメンテナンス、屋外機器の管理、送電
線の断線チェック、測量

⑥公共アプリケーション

道路交通情報提供、災害時の警報、規制情報配信、事故・災害時等の緊急通報、山間部の
ヘリコプター通信、電光掲示板のデータ配信、パーキングメータによる交通流入量制御、無人飛
行船の遠隔操縦(領海監視等)、巨大地震時のインフラ瞬間停止への代替、野生動物用トレー
サ、火山モニタ、遠隔地インフラ監視、河川水位モニタ、大気汚染・環境モニタ、道路管理業務
用無線、警察業務用無線、消防・防災用無線、遠隔医療、防衛活動用無線、海上保安活
動用無線、気象情報の収集・提供

準天頂衛星の強みが活かせるアプリケーション例
参照：新衛星ビジネス研究会報告書より



測位適用例①　ＧＰＳ補正データの送信測位適用例①　ＧＰＳ補正データの送信測位適用例①　ＧＰＳ補正データの送信測位適用例①　ＧＰＳ補正データの送信

衛星通信事業者

準天頂衛星

測位対象数

1025万台

（12年目）

通信負荷

　600ｋbps

D-GPS補正情報等

GPS衛星

時間情報等

第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信事業者事業者事業者事業者事業者事業者事業者事業者

GPS補正データ提供事業者

カーナビメーカ

トランスポンダ利用料

ロイヤリティ

DDDD----GPSGPSGPSGPSカーナビ向け補正データ提供サービスの概念図カーナビ向け補正データ提供サービスの概念図カーナビ向け補正データ提供サービスの概念図カーナビ向け補正データ提供サービスの概念図

衛星通信事業者

準天頂衛星

測量士

5000人

通信負荷

　600ｋbps

D-GPS補正情報等

GPS衛星

時間情報等

第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信第一種通信事業者事業者事業者事業者事業者事業者事業者事業者

GPS補正データ提供事業者

サービス料

GPSGPSGPSGPS測量装置向け補正データ提供サービスの概念図測量装置向け補正データ提供サービスの概念図測量装置向け補正データ提供サービスの概念図測量装置向け補正データ提供サービスの概念図

トランスポンダ利用料
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民間 公共

準天頂衛星を利用する測位システムは、既存の測位システムに対して高精度測位のカバー率が向上するとい
う利点を持つため、GISへの利用が期待される。

2016年時点で、5000億円/年強の市場創出効果が見込まれる。

各業種におけるモバイルワーカの業務形態を念頭におき、準天頂衛星システムの強みが発揮される業種とシステムに
ユーザを絞り、準天頂衛星システムが利用される可能性があるGISの市場規模を推定した。

出所）　国土空間データ基盤推進協議会,2001年

GISGISGISGIS市場規模予測市場規模予測市場規模予測市場規模予測

公共については消防・防災、道路管理など準天頂衛星シス
テムに適したアプリケーションが多い

官公庁）5年間で100％の団体に準天頂衛星システムが普及

自治体）5年目・10年目にそれぞれ16%、50%の自治体に普及

0
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20,000
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50,000

60,000
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1999年 2005年 2010年

民間業務 公共 カーナビ

携帯端末 パーソナルGIS

（導入対象となる業種）　建設、電気・ガス、運輸・通信（導入対象となる業種）　建設、電気・ガス、運輸・通信、卸・小売飲食、金
融・保険、不動産、サービス

（導入対象となるシステム）自社資源管理、出店・拠点立地計画、配車・
配送・営業担当者支援　

（導入対象となるシステム）配車・配送・営業担当者支援　

準天頂衛星が利用される準天頂衛星が利用される準天頂衛星が利用される準天頂衛星が利用されるGISGISGISGISの市場規模予測の市場規模予測の市場規模予測の市場規模予測

億円/年

測位適用例②　ＧＩＳ関連アプリケーション測位適用例②　ＧＩＳ関連アプリケーション測位適用例②　ＧＩＳ関連アプリケーション測位適用例②　ＧＩＳ関連アプリケーション



移動体通信適用例①　地図配信サービス移動体通信適用例①　地図配信サービス移動体通信適用例①　地図配信サービス移動体通信適用例①　地図配信サービス

地図の改訂時に地図の更新情報を、車載HDDにダウンロードするサービス

衛星通信事業者

[顧客]　
地図配信事業者

定期的に地図の更新情
報を同報配信

（暗号化技術等を利用し
て利用者管理を実施）

サービス利用者

￥￥￥￥

第第第第第第第第11種通信事業種通信事業種通信事業種通信事業種通信事業種通信事業種通信事業種通信事業

コンテンツ
プロバイダ

コンテンツ

情報の流れ

金の流れ

￥￥￥￥

課金・決済・ユーザ管理

カーナビメーカ
車載情報端末を供給

フォーマット開示

準天頂衛星

物の流れ

車載情報端末
（準天頂Module搭載）

利用者数

144万人（サービス5年目）

512万人（サービス12年目）

通信負荷

下り：10Mbps/社

サービスに必要な伝
送容量10Mbps

（参考）地上波デジタル放送

23Mbps

￥￥￥￥



準天頂衛星システムに関する検討経緯

日本経団連＊ 政　府 議員連盟産業界(その他)

2001年12月

日本航空宇宙工業会が「次世代時
間・位置情報利用システムに関する
委員会」を設置(企業、大学、公的
研究機関、関係省庁が参加)

⇒米国ＧＰＳの日本版の構築に向
けた検討を実施

2002年１月
宇宙関連企業、ユーザ企業等による
「新衛星ビジネス研究会」が発足
⇒準天頂衛星システムの構築に向
けた具体的な検討(研究開発項目、
ビジネス化等)を実施

2001年７月
経団連宇宙開発利用推進会議にお
いて提言「宇宙利用フロンティの拡大
に向けたグランド・ストラテジー」を策定
⇒準天頂衛星システムの開発着手を
提言(99年、2000年にも提言)

2002年６月

新衛星ビジネス研究会が最終報告
書「準天頂衛星システムの開発・利
用の促進に向けて」を策定

2002年７月４日
自民党に次世代衛星システム推
進議員連盟(代表：額賀福志郎・
衆院議員)が発足
⇒次世代衛星システム(準天頂
衛星)の導入を強力に推進

2002年７月15日
宇宙開発利用推進会議の下に、「準
天頂衛星システム推進検討会」を設
置(座長：高橋 日本経団連環境･技
術本部長；委員は宇宙関連産業、ユー
ザー企業など約７０社)。
⇒産業界における準天頂衛星システ
ムの開発利用の推進及び事業化に
向けた検討を開始

＊宇宙開発利用推進会議(会長：谷口一

郎三菱電機会長)会員68社)において検討

2002年６月

日本航空宇宙工業会が「次世代時
間・位置情報利用システムに関する
委員会」が報告書を策定

2002年６月
関係省庁(総務省、文科省、経産
省、国交省)、公的研究機関、産
業界他からなる「準天頂衛星ｼｽﾃ
ﾑ開発・利用推進協議会」を設置
⇒準天頂衛星システムの開発・実
証・民間による早期事業展開の促
進に向けた官民による具体的な検
討を開始

2002年６月
総合科学技術会議宇宙開発利
用専門調査会報告書とりまとめ
⇒産官連携の下の準天頂衛星シ
ステムの開発・整備の推進を明示

2002年10月予定
企画会社(「新衛星ビジネス株式会
社」)の設立(事業化検討、体制構
築、研究開発計画等)

2002年８月
関連各省による平成15年度概算
要求

結
集
結
集
結
集
結
集

実現を働き掛け



準天頂衛星システムに関する官民の役割分担

＊「準天頂衛星システム開発・利用推進協議会」における官民の合意事項をもとに作成＊「準天頂衛星システム開発・利用推進協議会」における官民の合意事項をもとに作成＊「準天頂衛星システム開発・利用推進協議会」における官民の合意事項をもとに作成＊「準天頂衛星システム開発・利用推進協議会」における官民の合意事項をもとに作成

必要な技術開発は支援

公共性、公益性の観点から国の役
割を引き続き検討

官民の利用方策の検討測　位

通　信 必要な技術開発は支援事業化リスクを全て負う
ミ
ッ
シ
ョ
ン

基本的役割 技術開発及び軌道上実証事業化

官民

民間における今後の検討課題

～準天頂衛星システム開発・利用推進協議会における議論より～

具体的な技術開発項目及びそれを踏まえた実証衛星の機数、仕様及び開発スケジュール

システム全体の官民役割分担

測位ミッションについて、国の高精度測位サービスに対するニーズ発掘、民によるビジネスシー
ズ開拓(利用者の拡大方策の検討)　⇒準天頂衛星システム開発・利用推進協議会利用
ＷＧにおいて検討

新会社において、事業性について検討し、適切な時期に事業化のあり方を判断



○2002年７月15日(月)発足

○産業界における準天頂衛星システムの開発利用の推進及び事業化に向けた情報交換の場

○委員企業(日本経団連宇宙開発利用推進会議会員企業が中心。ユーザ企業各社他)

　　ｱｲ･ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ 、アジア航測、東海運、石川島播磨重工業、伊藤忠商事、イン
ターネットイニシアティブ、ウェザーニューズ、宇宙開発事業団、宇宙技術開発、宇宙通信、ＮＴ
スペース、ＮＴＴデータ、オリックス、川崎重工業、ｷｰｳｪｱｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、極東貿易、ＫＤＤＩ、国
際協力銀行、小松製作所、三洋電機、島津製作所、清水建設、昭文社、ＪＳＡＴ、ＪＥＰＩＣ
Ｏ、昭和飛行機工業、新日鐵ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、住友商事、セイコーインスツルメンツ、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ、
セコム、ｾﾞﾝﾘﾝﾃﾞｰﾀｺﾑ、ソニー、ソラン、竹中工務店、(財)ﾃﾚｺﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、デンソー、
東京海上火災保険、東京電力、東京放送、トプコン、トヨタ自動車、ニッセイ同和損保、日
経放送メディア、日本緊急通報サービス、(社)日本航空宇宙工業会、日本航空電子工業、
日本電信電話、日本放送協会、日本無線、日本油脂、間組、パスコ、日立製作所、フジテ
レビジョン、富士重工業、富士通、古野電気、松下電器産業、みずほコーポレート銀行、三
井住友海上火災保険、三井物産、三菱商事、三菱重工業、三菱ｽﾍﾟｰｽｿﾌﾄｳｴｱ、三菱電
機、三菱プレシジョン、有人宇宙システム、横浜ゴム、(財)リモートセンシング技術センター、ロケッ
トシステム 　計７２社(９月１８日現在)

○第１回会合(７月15日(月))　産業界(新衛星ビジネス研究会、日本航空宇宙工業会)の検
討の成果についてヒアリング

○第２回会合(８月８日(木))　関係省庁より政府の取り組みについてヒアリング

○2002年７月15日(月)発足

○産業界における準天頂衛星システムの開発利用の推進及び事業化に向けた情報交換の場

○委員企業(日本経団連宇宙開発利用推進会議会員企業が中心。ユーザ企業各社他)

　　ｱｲ･ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ 、アジア航測、東海運、石川島播磨重工業、伊藤忠商事、イン
ターネットイニシアティブ、ウェザーニューズ、宇宙開発事業団、宇宙技術開発、宇宙通信、ＮＴ
スペース、ＮＴＴデータ、オリックス、川崎重工業、ｷｰｳｪｱｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、極東貿易、ＫＤＤＩ、国
際協力銀行、小松製作所、三洋電機、島津製作所、清水建設、昭文社、ＪＳＡＴ、ＪＥＰＩＣ
Ｏ、昭和飛行機工業、新日鐵ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、住友商事、セイコーインスツルメンツ、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ、
セコム、ｾﾞﾝﾘﾝﾃﾞｰﾀｺﾑ、ソニー、ソラン、竹中工務店、(財)ﾃﾚｺﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、デンソー、
東京海上火災保険、東京電力、東京放送、トプコン、トヨタ自動車、ニッセイ同和損保、日
経放送メディア、日本緊急通報サービス、(社)日本航空宇宙工業会、日本航空電子工業、
日本電信電話、日本放送協会、日本無線、日本油脂、間組、パスコ、日立製作所、フジテ
レビジョン、富士重工業、富士通、古野電気、松下電器産業、みずほコーポレート銀行、三
井住友海上火災保険、三井物産、三菱商事、三菱重工業、三菱ｽﾍﾟｰｽｿﾌﾄｳｴｱ、三菱電
機、三菱プレシジョン、有人宇宙システム、横浜ゴム、(財)リモートセンシング技術センター、ロケッ
トシステム 　計７２社(９月１８日現在)

○第１回会合(７月15日(月))　産業界(新衛星ビジネス研究会、日本航空宇宙工業会)の検
討の成果についてヒアリング

○第２回会合(８月８日(木))　関係省庁より政府の取り組みについてヒアリング

日本経団連「準天頂衛星システム推進検討会」



　○設立時期　２００２年１０月２９日

　○業務内容　①準天頂衛星システムを利用した事業の検討と推進

　　　　　　　　　 ②準天頂衛星システムに係る委託研究開発等の実施

　○所在地　　東京都千代田区　　　　　○資本金　　１億円

　○発起人　　三菱電機、日立製作所　他

　○出資会社　発起人　及びユーザー企業

　○2004年度に事業化判断を行なう予定

新衛星ビジネス株式会社の組織及び職掌(案)

社長

副社長／常務監査役

業務統括本部 市場開拓本部 事業企画本部 技術開発本部

総務、経理、調達手
続、業務管理等に関
する業務

官民ユーザ開拓、
事業推進に関する
業務及び官公庁
契約に対応する
業務

事業企画・計画、

ビジネスモデル検討、

サービス検討及び

周波数調整等に

関する業務

システム検討、
設計等に関する
業務

新衛星ビジネス株式会社の概要(予定)



新衛星ビジネス㈱の位置付け(案）

経済産業省

文部科学省

国土交通省

総務省

新
衛
星
ビ
ジ
ネ
ス
㈱

民間企業

民間企業（株主）

委託

出資/経営研究・開発研究・開発研究・開発研究・開発

事業内容 ●準天頂システムを利用した事業の検討と推進

●準天頂システムに係る委託研究開発等の実施

発注

　　準天頂衛星システム　　
　　　　　利用省庁

公共利用公共利用公共利用公共利用

準天頂衛星システム

ユーザー企業

民間利用民間利用民間利用民間利用サービス提供

開発/調達

他関係機関

他関係機関

他関係機関

他関係機関

サービス提供

成果

発注



民間民間民間民間

政府政府政府政府

Ｆｙ２１Ｆｙ２１Ｆｙ２１Ｆｙ２１
((((FyFyFyFy2009) 2009) 2009) 2009) 

～～～～

Ｆｙ２０Ｆｙ２０Ｆｙ２０Ｆｙ２０
((((FyFyFyFy2008)2008)2008)2008)

Ｆｙ１９Ｆｙ１９Ｆｙ１９Ｆｙ１９
((((FyFyFyFy2007)2007)2007)2007)

Ｆｙ１８Ｆｙ１８Ｆｙ１８Ｆｙ１８
((((FyFyFyFy2006)2006)2006)2006)

Ｆｙ１７Ｆｙ１７Ｆｙ１７Ｆｙ１７
((((FyFyFyFy2005)2005)2005)2005)

Ｆｙ１６Ｆｙ１６Ｆｙ１６Ｆｙ１６
((((FyFyFyFy2004)2004)2004)2004)

Ｆｙ１５Ｆｙ１５Ｆｙ１５Ｆｙ１５
((((FyFyFyFy2003)2003)2003)2003)

Ｆｙ１４Ｆｙ１４Ｆｙ１４Ｆｙ１４
((((FyFyFyFy2002)2002)2002)2002)

開発
・

実証

ｻｰﾋﾞｽ
利用

事業
主体

ｻｰﾋﾞｽ
利用

初期運用
実証実験

サービス
提供

サービス
提供

行政サービス
(ｱﾝｶｰﾃﾅﾝﾄ利用)

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ
　ﾓﾃﾞﾙ
　検討他

ｻｰﾋﾞｽ開始
民
間
研
究
会

準天頂衛星ｼｽﾃﾑ開発・利用推進協議会

開
発
・
利
用
に
関
す
る
調
査
研
究

公共サービス用インフラ構築・保守

・軌道・周波数帯域確保の為の国際調整
・GPS技術共用化の為の日米協力
・関連法制度整備

民間サービス

①円滑なｼｽﾃﾑ開発・実証の実施

②民間による早期事業展開の促進

実証システム構築

準天頂衛星システム事業スケジュール（案）

←
事
業
化
判
断

←
事
業
化
判
断

←
事
業
化
判
断

←
事
業
化
判
断

要素技術　研究・開発

日本経団連　準天頂衛星システム推進検討会

以　上

(研究フェーズ研究フェーズ研究フェーズ研究フェーズ)
・研究開発等の実施

・事業の検討と推進

新衛星ビジネス㈱
(システム構築フェーズシステム構築フェーズシステム構築フェーズシステム構築フェーズ)

←
打
上
げ

←
打
上
げ

←
打
上
げ

←
打
上
げ

（
民
間
希
望
）

（
民
間
希
望
）

（
民
間
希
望
）

（
民
間
希
望
）


